
小千谷市国内・海外販路開拓支援事業補助金交付要綱 

（平成２７年３月２０日告示第４７号） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中小企業者等の取引機会の創出を図るため、販路の開拓及び拡

大を目指し展示会等に出展する中小企業者等に対し、予算の範囲内で小千谷市国

内・海外販路開拓支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、

その交付に関しては、小千谷市補助金等交付規則（昭和４４年小千谷市規則第４号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 展示会等 産業振興のための展示会、見本市、博覧会、オンライン商談会その

他これに類似するものをいう。 

(2) 中小企業者等 次に掲げる者及び団体をいう。 

 ア 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項第１号に掲げる

中小企業者のうち製造業又は情報サービス業を主たる事業として営む者をいう。 

  イ アに規定する中小企業者複数社からなる任意の団体で、市長が認めたものを

いう。 

ウ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１

項第１号に掲げる事業協同組合をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 市内に事業所を有し、１年以上事業を営む前条第２号に規定する中小企業者等 

(2) 納期限の到来した市税を完納していること。 

（補助対象展示会等） 

第４条 補助金の交付対象となる展示会等は、販路開拓又は販売促進のために国内外

で行われる製品、技術等を紹介する展示会等とする。ただし、次の各号のいずれか

に該当するものは、除くものとする。 

(1) その場で販売することを主目的とした展示会等 



(2) 広く一般に公開されていない展示会等 

(3) その他市長が不適当と認める展示会等 

(補助対象経費) 

第５条 補助金の交付対象となる経費は、前条に規定する展示会等への出展事業に要

する経費のうち、消費税及び地方消費税並びに振込み手数料を除く次に掲げる経費

（以下「補助対象経費」という。）とし、その経費の合計額が１０万円以上のもの

とする。 

(1) 会場使用料、小間料、登録料その他の出展料金又はこれに類する経費 

(2) 展示場所の設営及び装飾に要する経費（レンタル料を含む。） 

(3) オンライン商談に要する機器のレンタルに係る経費 

(4) オンライン商談における製品情報の追加掲載、チャット機能、アンケート機能

その他の商談機能の拡充に係る経費 

(5) 展示物品の輸送に係る経費（自社による輸送の場合を除く。） 

２ 前項第１号の経費は、交付決定前にその一部又は全部を支払済みの場合も補助対

象経費とすることができる。 

３ 第１項に掲げる経費に対し、国・県等から補助金等の交付を受ける場合は、当該

補助金等の額を補助対象経費から控除するものとする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額とし、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める額を上限とする。 

 (1) 国内で開催される展示会等 

ア 単独で出展する場合 ２０万円 

イ 中小企業者複数社からなる任意の団体で市長が認めたものが出展する場合 

３０万円 

ウ 事業協同組合が出展する場合 ５０万円 

 (2) 海外で開催される展示会等 ５０万円  

２ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則第３



条に規定する補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 事業収支予算書 

(2) 展示会等の開催要項等 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 交付申請は、１補助対象者当たり１年度内に１回とし、１補助対象者の同一展示

会等の出展に係る補助は、３回を限度とする。 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付

するかどうかを決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による決定を行ったときは、規則第６条第１項に規定する決

定通知書により、当該申請者に通知するものとする。 

（状況報告） 

第９条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、市長から要求があったときは、補助事業の遂行状況について、書面で市長に報

告しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、規則第９条に規定する補助事

業実績報告書に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に提出しなければならない。 

(1) 事業収支決算書 

(2) 補助対象経費についての支払いを証する書類 

(3) その他市長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の実績報告があったときは、その内容を審査し、交付する補

助金の額を確定し、規則第１０条に規定する補助金等確定通知書により当該補助事

業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１２条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることがで

きる。 



(1) 虚偽の申請、報告その他補助金の交付に関して不正の行為があったとき。 

(2) この要綱又は補助金の交付条件に違反したとき。 

（書類の整備） 

第１３条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、

補助金の交付を受けた日の属する年度から５年間保管しておかなければならない。 

（検査） 

第１４条 市長は、補助金交付事業の適正な遂行を確保するため必要と認めたときは、

補助金に係る帳簿等の関係書類を検査することができる。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （令和８年度における補助金の額の特例） 

２ 令和８年度の補助金の額は、第６条の規定にかかわらず、同条第１項各号列記以

外の部分中「２分の１」とあるのは「３分の２」と、同項第１号ア中「２０万円」

とあるのは「４０万円」と、同項第２号中「５０万円」とあるのは「６０万円」と

する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の小千谷市展示会・見本市出展

助成事業補助金交付要綱の規定により交付決定した補助金は、この要綱による改正

後の小千谷市国内・海外販路開拓支援事業補助金交付要綱の規定によりなされたも

のとみなす。 

 （特例措置） 



３ 第６条第１項第２号に規定する補助金の上限額は、告示の日から平成２８年３月

３１日までに交付決定される補助金に限り１００万円とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の小千谷市国内・海外販路開拓

支援事業補助金交付要綱の規定によりなされた補助金の交付の申請その他の行為

は、なお従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の小千谷市国内・海外販路開拓

支援事業補助金交付要綱の規定によりなされた補助金の交付の申請その他の行為

は、なお従前の例による。 

 （特例措置） 

３ 第７条第２項に規定する同一展示会等の出展に係る補助回数の制限は、施行日か

ら令和３年３月３１日までに交付決定される補助金に限り適用しない。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、公表の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の小千谷市国内・海外販路開拓

支援補助金交付要綱の規定によりなされた補助金の交付の申請その他の行為は、な

お従前の例による。 

 （特例措置） 

３ この要綱による改正後の第６条第１項第１号イに規定する補助金の上限額は、施



行日から令和５年３月３１日までに交付決定される補助金に限り１００万円とす

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正前の小千谷市国内・海外販路開拓支援補助金交付要綱の規定

によりなされた補助金の交付申請その他の行為は、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 


